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平成 29 年保育所保育指針告示以降の保小連携に関する小考 
―新しく公開されたアプローチカリキュラムの内容検討を中心に― 
 
金子 嘉秀（日本体育大学） 
 
 幼児期の保育と小学校教育との連携，とりわけ幼稚園と小学校の連携は明治期に幼稚園
が開園して以来の長年の課題であり，学校体系の検討の一環として，また「小 1 プロブレ
ム」解消のための方途として検討されてきた。本稿は，保幼小連携のうち特に保育所と小
学校の連携の観点から，先行研究の知見の整理，報告書データの二次分析，ならびに新指
針告示以降の東京都 23 区の接続期に関わる政策動向などの分析から，今日的な課題を検
討した。 
結果，2011（平成 23）年時点で保小連携のための接続期カリキュラムの策定に関し実
態と意識の乖離があったこと，これらの課題意識やモデルカリキュラムの提示などを背景
としつつ接続期カリキュラムを策定している自治体・園が増加していること，新指針改訂
以降に作成された接続期カリキュラムではアプローチカリキュラムはもとより，0 歳時か
らの乳児・低年齢幼児保育についてもその基礎となるものとして共通項が柱立てされてい
るプログラムが多くみられることを指摘し得た。 
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The Transition Between Nursery Schools and Elementary Schools  
―By examining the changes in the approach curriculums after the new ECEC guideline― 
 
Yoshihide KANEKO (Nippon Sport Science University) 
 
The aim of this study is to clarify the current issues on the transition between nursery schools 
and elementary schools in Japan. Former researches accumulate findings on the cooperation, and 
transition between one of the other Japanese ECEC institutions, kindergartens and elementary 
schools, and point out the importance of making the joint curriculums, approach curriculum of 
kindergarten and start curriculum of elementary schools to bridge the gap between the different 
educational methodologies and cultures.  
By re-analyzing the statistical data on the former research reports, and examining the current 
transition policies of the twenty-three wards of Tokyo, following 3 points are found. 1) In 2011, 
nursery school teachers already felt the importance of making transition curriculums. 2) Supported 
by those underlying awareness and model curriculums, the number of the local governments and 
schools which made transition curriculum gradually become higher in recent years,  and 3) in the 
several new transition curriculum, the considerations for the educational consistency are detected 
even in the curriculums for infants.    
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1．はじめに－保幼小連携の背景について－ 
2017（平成 29）年 3 月 31 日に告示された保育
所保育指針（以下，新指針と表記）は，小中学校
の学習指導要領の全面実施に先駈けて，2018（平
成 30）年 4 月 1 日から施行された。 
この新指針では，「3 つの柱」「10 の姿」と 3 歳
児以上の「五領域」をとおして，幼稚園教育要領，
ならびに幼保連携型認定こども園教育・保育要領
と，特に教育的な側面についての共通化が図られ
た。加えて小学校との連携が保育の実施に関し留
意すべき事項として明示され，「保育所保育が，小
学校以降の生活や学習の基盤育成につながる」と
の認識から，「保育所保育において育まれた資質・
能力を踏まえ，小学校教育が円滑に行われるよう，
小学校教師との意見交換や合同の研究の機会」や
「幼児期の終わりまでに育って欲しい姿」を共有
するなど連携」を図ることとされている。 
これは，小学校教育段階におけるスタートカリ
キュラムと連動することで，1998（平成 10）年の
小学校学習指導要領改訂時の生活科創設や，2008
（平成 20）年の小学校学習指導要領における生活
科を中心とした合科的指導の積極化，同解説にお
ける「スタートカリキュラムの編成」の推奨など，
これまでの保幼小の交流・連携・接続の流れを更
に前進させるものといえる。 
 「保幼小連携」1）という用語は字義通り保育所・
幼稚園・小学校間の連携という意味であり，保育
所・小学校間と幼稚園・小学校間という就学前保
育・教育段階と義務教育段階とをつなぐ連携とと
もに，幼稚園と保育所，すなわち学校教育法上の
学校と児童福祉法上の児童福祉施設という二元的
な就学前施設の交流等も包含する概念である。こ
れまでの研究を概観した田中（2011）は，幼小連
携あるいは保幼小連携の連携について，「幼稚園・
保育所と小学校の連携」と捉える研究が多いが，
「幼稚園教育と小学校教育の連携」「就学前教育と
小学校教育の連携」なども混在している点が議論
を難しくしていると指摘する。 
幼小連携については，後述の文部科学省による
『幼児教育実態調査』（2013, 2015 ,2018）などに
よって，近年の大まかな全国的動態が把握可能で
ある。しかし保小連携・接続に関しては近年の動
向・実態に迫りうる，全国規模のパネル調査デー
タは管見の限り見当たらない。 
保幼小連携，特に幼小連携は「古くて新しい課
題」（神長 2017, p.10）とも形容される。その背景
には 1) 小 1 プロブレムとこれを幼児教育・保育
に帰責する言説の存在，2) 教育基本法改正などに
より，幼児教育の学校教育の基礎としての位置づ
けが明確化されたこと，3) 地域の教育力，特に異
年齢間交流の分断，4) 少子化と問題行動への丁寧
な対応の要請などが挙げられる（無藤，2009）。 
戦後，幼小接続については，1971（昭和 46）年
の中教審答申おける 4・5 歳から小学校低学年児
童までを一貫して教育する「幼年学校」構想に端
を発する「学校体系改革アプローチ」を主としな
がら，近年では「小 1プロブレム予防アプローチ」
と輻輳しつつ議論が行われてきた（福元，2014）。 
 後者のアプローチの背景には，1990 年代に小学
校 1年生の学校への適応の難しさに光を当てられ
「小 1 プロブレム」「小 1 ギャップ」として報告
され，就学前教育段階における「自由保育」がそ
の一因として指弾されたことなどがあるといわれ
る（西山，2002；新保 2010）。 
 これ以降，「「交流」といった枠のみではなく，
幼稚園・小学校のカリキュラムをつなぐこと，つ
まり，「接続」にまで視野を広げる必要がある」」
という横井（2007）の指摘にみられるように，幼
児・児童や保育者・教員が単に交流するのみなら
ず，子どもの発達の連続性や制度間のギャップを
どう捉え，保育計画や教育課程などに反映するか
が課題して挙げられるようになってきた。 
 2011（平成 23）年頃までの幼保小の交流・連携・
接続に関する研究動向については，田中（2011）
や岩立（2012）により整理がなされている。 
 田中（2011）は東京学芸大学附属学校研究会
（2003）による分類を一部改変し，それまでの先
行研究を 1)交流実践，2)幼小の教諭間交流，3)教
科・カリキュラム，4)幼児・児童の発達・学習，5)
歴史・制度，6)その他に分類した。その上で，接
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続の継続性，発達や学びの連続性，必要以上の段
差解消，互恵性，教員の研鑽としての効果，教育
段階間の連続性などが強調されていることを指摘
した。 
岩立（2012）は幼保小連携・接続について，発
表資料や報告書などを含めると検討すべき対象が
膨大であることから，CiNii における文献検索と
研究論文の傾向分析を通じ，量的な概観を試みた
ものである。岩立は研究の視角・射程によって頻
度順に，「1)幼保小連携の背景，意義や課題，2)学
び，目標，カリキュラム，3)特別支援，障害を持
つ乳幼児の移行支援，4)特定地域の連携の取り組
み，5)小 1 プロブレムの認識や対応，6)幼保小連
携に関する教師，保護者や保育者の意識，7)幼保
小連携をめぐる地域の協同，8)海外の移行期の連
携，9)入学期をめぐる家族や子どもの発達，10)そ
の他（要録，ボランティアなど）」の 10 カテゴリ
ーに分類し，整理を行った。そして，幼保小連携
が浸透しつつある一方で，連携自体が目的化・形
骸化することを懸念するとともに，制度の種別に
関わらず，すべての子どもに対し移行支援を実施
していくためのシステムの実証的な研究の必要性
を説いた。 
 また齊藤（2017）は，幼小連携のための教育課
程に着目し，論文 48 報と書籍 3 冊の先行研究の
知見を校園研究や，対象とした領域・教科・題材
などで整理しながら総合的に検討した上で，子ど
も同士の交流活動・合同授業を実践しつつ，幼小
の教員が保育環境・方法や教育方法を検討し共通
理解・認識を図ることで，子どもの現状把握に裏
打ちされ，両者の育てたい子どもの姿を反映した，
ボトムアップ型の教育課程になると主張した。 
 では保小連携すなわち，保育所保育と小学校教
育の交流・連携・接続に関し，新指針が告示され
たことでいかなる進展があり，また両者を繋ぐ接
続期のカリキュラムに関していかなる課題を指摘
しうるか。本稿では先行研究の二次分析，ならび
に 23 区内の公表されているアプローチカリキュ
ラムの比較分析を通じ，その検討を試みる。 
 
2．本研究の方法 
 本研究ではまず，1)幼保小とりわけ保小の連携
について検討を実施する前段として，先行研究上
の「交流」「連携」「接続」とこれらに関連する用
語を整理する。その上で 2)文部科学省による『幼
児教育実態調査』，ならびに保小連携に関わる調査
研究の二次分析や，それらの知見の比較分析を通
じ，その実態への接近を試みる。 
また，3)新指針が告示されて以降の東京都 23 区
における接続期カリキュラムあるいはアプローチ
カリキュラムに関する各区の動向，特に 2017（平
成 29）年以降に公開されたアプローチカリキュラ
ムの内容に着目しながら比較分析することで，保
小連携の今日的な課題の検討を行う。 
 なお東京都 23 区における保幼小連携の実施状
況は，各区の公式ウェブサイトならびに各区委員
会の公式ウェブサイトを対象とし，1）教育計画・
大綱ならびに下位の教育・保育等に関わる計画や
自己点検報告書等の内容を確認した。また，2）「保
幼小」「幼小」「保小」と「連携」「接続」をクロス
検索し，また「接続期」，「アプローチカリキュラ
ム」についても各語を検索にかけることで関連施
策の確認と資料収集を実施した。 
 
3．保小の交流・連携・接続の実態に関連する調査
研究報告の二次分析的検討 
保幼小連携の主たる方法には 1)子ども同士の
交流，2)（保育者や）教員同士の交流，3)カリキュ
ラムの接続があるといわれる(無藤，2009)。秋田
（2010, p.6）は「交流」ならびに「連携」が「保
育・教育制度間での人の関わり」に言及した用語
であるのに対し，「接続」は「教育内容や教育制度
システムの設計や変更などシステムの在り方」を
指し示す用語として捉えている。 
 これらの「交流」や「連携」を系統立てた「接
続」が行われる時期である「接続期」という概念
を生み出したのは 2001（平成 13）年度から 2007
（平成 15）年度にかけてお茶の水女子大学附属幼
稚園で行われた研究開発であるとの指摘がある
(酒井・横井，2011)。但し，「接続期」という用語
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自体はそれ以前から丸山(1998, p.60)によって，
「幼児期から学童期へ」という過渡期を捉える概
念としてタイトル並びに文中で既に用いられてい
る。お茶の水女子大学附属幼稚園らによる一連の
実践研究とその報告（2006, 2008）は，年長児 10
月から 1 年生 1学期までという時期を具体的に示
したこと，ならびに単に交流にとどまらず，「接続
期」にふさわしい保育活動内容や単元を設定し，
これを課程上に位置づけた点こそ評価されよう 2)。 
この接続期カリキュラムは，幼児教育保育の終
期に位置づけられるアプローチカリキュラムと，
小学校入学初期（入門期とも表現される）に位置
づけられるスタートカリキュラムの二者を包含し
た概念である。 
 2016（平成 28）年の中教審答申資料を援用した
堀越・山田（2017）の定義によれば，前者のアプ
ローチカリキュラムは「幼児期の終わりまでに育
ってほしい姿を手掛かりとしながら，幼児の得意
なところや更に伸ばしたいところを見極め，それ
らに応じた関わりをしたり，より自立的・協同的
な活動を促したりするなど，意図的・計画的な環
境の構成に基づいた総合的な指導の中で，バラン
スよく「見方・考え方」や資質・能力を育む時期」
のカリキュラムとされる。また後者のスタートカ
リキュラムは「生活科を中心としたスタートカリ
キュラムの中で，合科的・関連的な指導も含め，
子供の生活の流れの中で，幼児期の終わりまでに
育った姿が発揮できるような工夫を行いながら，
短時間学習なども含めた工夫を行うことにより，
幼児期に総合的に育まれた「見方・考え方」や資
質・能力を，徐々に各教科等の特質に応じた学び
につなげていく時期」のカリキュラムと定義され
る。 
田中（2017）はこの内アプローチカリキュラム
について，幼小を橋渡しするものではあるが，小
学校への準備や適応を主たる目的として小学校教
育を前倒しするものではなく，構成原理が異なり，
養護と教育から構成される保育と小学校教育をい
かに繋ぐかが課題となると指摘する。 
表 1 は，幼児期の教育と小学校の円滑な接続の
在り方に関する調査研究協力者会議（2010）にお
いて，保幼小の「連携から接続へと発展する大ま
かな目安」として示された段階である。ステップ
1 は積極的な連携の意思の有無，ステップ 2 は（単
発的・散発的であっても）幼小・保小交流実施の
有無，ステップ 3 は接続期カリキュラムの存在の
有無，ステップ 4 は接続期カリキュラム実施上の
PDCA サイクルの有無を，各段階を区切るクライ
テリアとみることができる。 
この「ステップ」概念を用いた幼小の連携・接
続状況の検討が，文部科学省の『幼児教育実態調
査』に掲載されたのは 2012（平成 24）年度から
であり，同様に集計の提示された 2014（平成 26）
年度版，2016（平成 28）年度版のデータをまとめ
ると次のようになる（表 2）。 
表 2 からは 2016（平成 28）年時点においても，
ステップ 0・1 など約 1/6 の自治体において連携
接続にかかわる授業研究会などの開催が未だない
ことを示す一方で，ステップ 3・4 などアプロー
チカリキュラムやスタートカリキュラム等の接続
を見通した教育課程上の取り組みを実施している
自治体が 2012（平成 24）年からの 4 年間で 295
（17.0％）から 431（24.7%）に逓増していること
が読み取れる。 
 
表 1 保幼小の「連携から接続へと発展する大まかな目安」 
ステップ 0 連携の予定・計画がまだない。 
ステップ 1 連携・接続に着手したいが，まだ検討中である。 
ステップ 2 年数回の授業，行事研究会などの交流があるが接続を通した教育課程の編成・実施は行われていない。 
ステップ 3 授業，行事，研究会などの交流が充実し，接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている。 
ステップ 4 接続を通して編成・実施された教育課程について，実践結果を踏まえ，更によりよいものになるよう 
検討が行われている。 
     (出典：『幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について(報告)』(2010) 
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 なおこの調査データには，割合にして
18.1~19.1%，約 300 の保育所のみを設置する自治
体も含まれているが，保育所については文部科学
省管轄外ということもあって詳細な分析はなされ
ておらず，保小連携の実態やその変動は，この調
査データからは判別し得ない。 
保小の交流・連携・接続に関する定量的な調査
は管見の限り，全国保育士会（2010），日本保育協
会（2012），東京都社会福祉協議会保育部会調査研
究委員会（2016），千葉市幼保小連携・接続検討会
議（2017, 2019）によるものがある 4)。 
全国保育士会（2010）による調査は，保育士会
委員 57 名と会員 112 名を対象とした質問紙調査
であり，保育士会の指導的な立場にある委員の所
属する保育所と言うこともあって，57 カ所中 54
カ所において連携を実施しており，またサンプル
は少ないものの会員に対する調査においても小学
校での交流（68.8％），保育所での子どもの交流
（54.4%），小学校教諭の保育参観・体験（51.0%）， 
保育士の小学校参観（71.9％），合同研修会実施
（36.5％），連絡会実施（77.1％）という回答があ
ったことを報告した。 
日本保育協会（2012）の調査は，保育所児童要
録の送付・運用の実態を把握する一環として，全
国の認可保育所 2284 カ所を無作為抽出し，1194
カ所（52.4％）から回答を得たものである。本調
査の調査票には，送付の効果の検討の一環として
保小連携に関する項目が設けられており，保小の
交流，連携，やとりわけ接続の実態や意識につい
て，ある程度の二次分析が可能である。 
この調査で挙げられた保小連携に関わる項目は
連絡協議会，子ども同士の交流，授業参観・保育
参観，合同研修・授業研究・体験交流・接続カリ
キュラムの 6 項目について，実態が「ある」か「な
い」かと，「今後積極的に進めていきたい」かとい
う設問であった。これらの各設問項目の「ある」
の回答総数のみを抽出し，百分率で示すと以下の
表 3 のようになる。 
この再分析からは，前述の前出の全国保育士会
調査と同様，2011（平成 23）年 8 月の調査時点に
おいてすでに多くの保育所で子ども同士の交流な
らびに「授業参観・保育参観」などの保育者と教
員の交流は実施されている一方で，教員・保育者
研修レベルの交流・連携は少数にとどまる傾向が 
 
表 2 市町村ごとの幼稚園など「幼小接続」の状況 
 
ステップ
0 
ステップ
1 
ステップ
2 
ステップ
3 
ステップ
4 
幼稚園な
ど未設置 
総数 
2012(平成 24）年 
187 
(10.7) 
151 
(8.7) 
1082 
(62.1) 
240 
(13.8) 
55 
(3.2) 
27 
(1.5) 
1742 
(100) 
2014(平成 26)年 
168 
(9.6) 
136 
(7.8) 
1038 
(59.6) 
296 
(17.0) 
79 
(4.5) 
24 
(79) 
1741 
(100) 
2016(平成 28)年 
169 
(9.7) 
125 
(7.2) 
1002 
(57.6) 
316 
(18.2) 
115 
(6.5) 
13 
(0.7) 
1740 
(100) 
                         注)母数は特別区を含む各市町村総数，括弧内は総数に占める百分率を示した 
                           注)「幼稚園など」には保育所(2012～)，幼保連携型認定こども園(2014～)をふくむ。 
                          (文部科学省『幼児教育実態調査』各年度を基に筆者作成) 
 
表 3 保小連携の項目について 
 連絡協議
会 
子ども同士
の交流 
授業参観・
保育参観 
合同研修
授業研究 
体験交流 接続カリキ
ュラム 
実態 75.2% 74.5% 65.1% 24.6% 21.7% 6.7% 
今後 88.6％ 91.2% 86.5% 62.4% 71.7% 68.8% 
                                            (日本保育協会(2012)を基に筆者作成) 
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見られた。 
加えて，「保育所と小学校の接続カリキュラム」
に関しては,実施している保育所は実数にして
984 保育所中 67 カ所にあたる 6.7%のみと少数に
とどまっていた。但しこれらの調査時点での実態
としては「ある」が少数となった 3 つの設問項目
について，同時に「今後更に積極的に進めていき
たい」というその必要性を感じ，あるいは意向を
持つ保育者が，接続カリキュラムに関する設問で
2/3 強を占めるなど，当時の保育現場において多
く存在していたことも浮き彫りとなった。 
東京都社会福祉協議会保育部会調査研究委員会
（2016）の調査は，東京都内の認可保育園を対象
とし，642 園（53.5％）から回答を得た結果とし
て，保小連携に取り組んでいる園は 86.8％（558
園）と多く，その内容としては子ども同士の日常
の交流活動や行事における交流，交流前後の打ち
合わせ，保育士による授業参観，子どもの様子の
情報交換などが多くみられたが，年間実施回数は
1 回がいずれの項目においても最頻値であり，単
発にとどまっていることを指摘した。また「保小
で一貫したカリキュラムを開発する」に関して「大
変意識している，意識している」との回答は 20.5%
であったのに対し，「あまり意識していない，意識
していない」は 79.5%であった。これは他の調査
が中立的な「接続」の文言を使っているのに対し
て，「一貫」という就学準備的なニュアンス・同質
化も想起させうる文言が使用されていたからとも
考えられる。 
また千葉市幼保小連携・接続検討会議（2017, 
2019）の調査は，幼稚園，保育所ならびに認定こ
ども園と小学校の連携・接続について現状を把握
し，今後の施策の基礎資料として実施されたもの
である。アプローチカリキュラムについて 2017
（平成 29）年 7・8 月時点では，既に作成の園が
12.4%，作成意思のある園が 18.2％であったが，
2019 年 1 月時点で 36.3%が既に作成しており，
新要領・指針告示直後からの約 1.5 年の短い期間
で，『千葉市版アプローチカリキュラム 作成の手
引き 第 1 版』（2018）の作成配布の効果もあっ
て，アプローチカリキュラムを運用する園が大幅
に増加したことを明らかにしている。 
以上より，2011（平成 23）年頃において接続期
カリキュラムを既に作成・実施している保育所は
わずかであったが，同時にその必要性，ないしは
社会的な要請があることを感じている保育者が多
くみられた。このような意識が背景となり，また
千葉市の事例で実証されたように，接続期カリキ
ュラムのモデルや作成マニュアルの提示などが各
地で行われるようになり，接続期カリキュラム作
成の後押しとなったことも，各年度の『幼児教育
実態調査』にみられるような全国的な（保小を含
む）幼小接続におけるステップ 3・4，すなわち接
続期カリキュラムの新規実施や，同カリキュラム
に関する PDCA サイクル実施の増加に寄与して
いると推察される。 
 
4．新指針告示前後の東京都 23区におけるアプロ
ーチカリキュラム作成動向と内容の検討 
先駆的な自治体のアプローチカリキュラムに着
目した比較研究には松嵜・無藤（2013），一前
（2017），田中・小尾・武井（2018）などがある。
また堀越・山田（2017）は文部科学省により収集
された幼小接続カリキュラムに関する地方自治体
の任意提出資料を基にアプローチカリキュラムの
実施状況について量的な把握を試みている。本節
では，これらの先行研究における知見を整理した
上で，23 区の接続期カリキュラムに関わる施策，
特に 2017 年保育所保育指針告示以降の新たに公
開されたアプローチカリキュラムに着目し，保小
連携の動向と今日的な課題の検討を試みる。 
松嵜・無藤（2013，p.46）は東京都品川区，横
浜市，東京都北区の接続期カリキュラムを取り上
げ，幼保小の交流活動など生活科が中心となって，
幼児の就学への期待や個人差を受容しつつ，教科
教育へ移行できるようカリキュラムが組まれてお
り，成長や発達への見通しがもてるよう工夫が為
されているという。 
また，一前（2017）は，カリキュラムの構成，
時期区分，内容，実践の自律性，保護者への支援
- 51 -
 の 5 つの観点から，品川区，佐賀市，横浜市，浦
安市，仙台市，さいたま市，千葉市，京都市，堺
市の接続期カリキュラムの比較を行い，保育者や
教員の相互理解につながること，各自治体の教育
ビジョンなどが反映されていること，応用して利
用可能な教材や指導案を提示した自治体もあるこ
と，保護者への支援と言う視点は十分に示されて
いないことを明らかにした。加えて，高松市，江
東区，品川区，台東区を対象として接続期カリキ
ュラムの作成方針，位置づけ，特徴に関する質問
紙調査を行い，いずれも 0 歳児からをカリキュラ
ムと対象としていることや育てたい子どもの力の
選択基準が地方自治体の子どもの育ちに対する考
え方を反映させたものになっていると指摘した
（一前，2017, pp.209-210）。 
堀越・山田（2017, pp.46-47）は接続期カリキュ
ラムを作成している自治体が 2008（平成 20）～
2011（平成 23）年度に比べ，2012（平成 24）～
2015（平成 27）年度には 96 自治体となり約二倍
に増加したこと，アプローチカリキュラムの始期
は 10 月（25.8%），4 月（24.7%），1 月（23.6%）
などまちまちであること，3～4 本の「柱立て」を
行っている自治体が約 9割に上ることを明らかに
した。 
田中・小尾・武井（2018, p.43）は WEB 公開状
況から先駆的な仙台市，横浜市に着目して接続カ
リキュラム政策の策定，開発，ならびに実施の検
討を行ったものであり，特に横浜市ではモデルカ
リキュラムの構築経緯に着目しながら保育所保育
士，幼稚園教諭，小学校教諭らにもインタビュー
調査を行い，モデルカリキュラムが「導入しやす
さ」に留意して創発された点，行政がカリキュラ
ム・マネジメントについて留意を十分にしつつ，
開発されていた点を指摘した。 
本研究で調査対象とした東京都 23 区において
は，保幼小の連携の必要性や接続期カリキュラム
策定の背景について，「小 1 プロブレム」「幼児期
と児童期の円滑な接続」ならびに「要領・指針な
ど国の施策動向」など，先行研究中で指摘された
歴史的・社会的背景や，要領・指針の文言を根拠
とする自治体が多かった（例として練馬区 2016）。 
加えて東京都 23 区といえども地域により抱え
る課題が異なり，千代田区（2017）の場合，区立
幼稚園やこども園 8園が区立小学校 8校に併設さ
れてきた経緯（8 校 8 園体制）がある中で，保育
園卒園者が幼稚園卒園者より多くなっていること
など，区によっては保幼小連携が必要とされる独
自の背景が根拠に挙げられていた。 
また，大田区のようにモデルカリキュラムのウ
ェブ公開はしていないものの，保育所保育士・幼
稚園教諭・小学校教諭が合同で研修を行い，保育
所保育士と幼稚園教諭がスタートカリキュラムを
作成し，他方で小学校教諭がアプローチカリキュ
ラムを作成し，それを基に話し合いを行うことで，
それぞれの教育保育段階における願いやねらいへ
の理解を深める取り組みを紹介するなど，保育現
場からのボトムアップ型の接続期カリキュラム策
定に通じうる継続的な実践もみられた（大田区立
幼児教育センター 2015, 2016）。 
2017（平成29）年の新指針・要領等の告示以降，
これらを踏まえて新たに策定もしくは改訂された
接続期カリキュラムであり，かつ 2019（令和元）
年 8月時点で公式ウェブサイト上に公開されてい
るものとしては，品川区，中野区，足立区，練馬
区のものがあり，他に杉並区においても『概要版』
（2019）のアップデートがなされていた。 
品川区は 2017（平成 29）年度に『のびのび育
つしながわっこ』を策定以来，年長児の 10 月から
就学までを「ジョイント期」と設定し，独自の接
続時期区分おこなった実践を行っており，無藤
（2013, p.54）は横浜市とともに，実践や理論提
案の代表例として評価している。この「のびのび
育つしながわっこ」は 2011（平成 23）年，2014
（平成 26）年にも改定が行われ，2019（平成 31）
年には第 4 版が改定の上で公開されており，3～4
年毎に PDCA サイクルが実施されている。 
この第 4 版では，「ジョイント期」の接続時期概
念は継承されつつも，新しい要領・指針の改訂内
容が踏まえられるとともに，待機児童対策に伴う
様々な運営主体の増加や，策定経緯を知らない若
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手保育者の増加を踏まえ，「親しみやすい構成，内
容」となるように表現が配慮されたものとなった。
また，0 歳 6 ヶ月からはじまる乳児・低年齢幼児
保育のモデル保育案においても，その後の子ども
の育ち・生活経験につながることを見通して，「幼
児期の終わりまでに育ってほしい 10 の姿」の文
言をキーワードとしながら，「大切にしたいポイン
ト」が例示してある点に特色があった。 
また中野区教育委員会による『中野区就学前教
育プログラム改訂版 理論編』（2019）の場合は，
独自の「学びの芽生え」「人との関わり」「生活習
慣・運動」という 3 つの柱立てを行った上で，3 歳
以上児の保育のみならず，0～2 歳児の保育におい
てもこれらの柱立てを共通項として使用し，保育
上のねらい・内容を例示していた。練馬区教育委
員会の『ねりま接続期プログラム～子どもの育ち
と学びをつなぐ～』（2018）の場合は，この内「生
活習慣・運動」を「生活習慣」「運動」に２分して
いるが，0 歳児からの育ち・経験も視野に入れて，
接続期に至るまで共通項として用いている点は同
様であった。 
なお，足立区ならびに練馬区においては接続期
カリキュラムの策定・公開とほぼ同時に接続期の
保護者に向けの就学に向けたアドバイスと多分に
含んだ支援用パンフレット，中野区でも概要版リ
ーフレットを作成しており，特に前二者について
は，一前（2017）の指摘する時期に応じた具体的
な支援策の少なさという課題をある程度克服する
内容であると評価できた。 
 また，練馬区教育委員会（2016）においては，
接続期カリキュラムの作成に当たって幼稚園・保
育所と小学校の学び経験を交流・連携で繋ぐのみ
ならず，NPO，ボランティア団体，保健相談所，
放課後児童クラブ，青少年委員などもステークホ
ルダーに加え，行政のみならず家庭，地域も一体
となった取り組みとして作成する計画があること
を述べている。 
同報告書発表時，接続期カリキュラムはまだ計
画段階であり，実際に策定された前出の接続期プ
ログラム（2018）からは学童保育との連携の具体
的方策は読み取れない。しかし保育所・幼稚園と
小学校における経験や課程の接続のみならず，放
課後児童クラブ（以下「学童保育」）との福祉的・
生活的な観点からの段差（ギャップ）に対して，
なめらかな接続も視野に入れていく必要があるこ
とにも言及されていた点は着目すべきである。 
なぜなら，教育・保育内容や課程の「接続」，あ
るいは保育者・教員・保護者ら大人の立場からみ
た「連携」のみならず，幼児期と小学校期の子ど
もの「生活の接続」の問題としてひろく捉えた場
合，8 時間から 11 時間程度の開所時間を日々保育
所で過ごす園児らの生活の接続は，標準教育時間
が 4時間である幼稚園と小学校との接続における
知見やノウハウに加え，放課後という教育課程外
の生活空間についても考慮する必要があると考え
られるからである。 
 この学童保育も視野に含め，保育所保育との連
携・接続に言及した先行研究は管見の限り，保育
所と学童利用率の違いから接続問題，待機学童の
問題を指摘した研究（平沼 2006），放課後児童支
援員研修の内容精査と支援員の保幼小連携理解の
重要性から，保幼小プラス放課後連携の必要性を
指摘した川又（2016）の研究や，松本・氏家・小
玉（2018）らの学童指導員の保育観を幼稚園教諭，
保育所保育士らのそれとの比較から論じた研究や
東京都社会福祉協議会（2015）による保護者を対
象とした実態調査などが少数存在するのみである。
今後は交流などの実態把握，実践報告は基より，
具体性のある接続プログラムの検討に至るまで，
保育所生活と学童保育生活を繋ぐための様々な視
角からの知見蓄積が期待されよう。 
 
5．まとめと今後の課題 
 本稿では保小連携すなわち保育所と小学校の連
携・接続について，関連する用語の整理を行った
上で，保小連携に関わる先行研究・報告書の二次
分析や，23 区の接続期カリキュラムに関わる近年
の施策，とりわけ 2017（平成 29）年の新指針告
示以降に公開されたアプローチカリキュラムに着
目した比較分析から課題の検討を行った。 
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  保育所のみに限定した研究に比べ，幼小連携・
接続に関する先行研究は多く，これまで多角的な
検討が為されている。また幼小連携・接続につい
て，幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在
り方に関する調査研究協力者会議（2010）のよう
に，この中には「幼小を幼児期の教育と小学校教
育」と表現しつつも，保育所保育も含めた報告書
等も存在した。 
 また，2017（平成29）年告示の幼稚園教育要領，
保育所保育指針，並びに幼保連携型認定こども園
教育・保育要領では，教育的な側面について統一
が図られ，また 3 つの柱の共有し，「基礎」として
描かれることで，小学校教育の 3 つの柱との連関
も示された。 
 新指針告示以降に公開された新しい接続期カリ
キュラムにおいても，この概念を使用しあるいは
別の柱立てを用いながら，その教育的な側面を乳
児保育まで敷衍し，保育所での生活経験の中でア
プローチカリキュラムのさらに基礎を培っていこ
うとする視点・工夫がみられた。 
 今後は，1)「幼小」の用語について，幼児期と
小学校期と言う保育所保育も含みうる操作的定義
で用いている可能性があること，ならびに 2)特に
3 歳以上の幼児保育における教育的側面の共通性
という新指針に示された観点から幼小連携・接続
に関する先行研究や事例も十分に考慮しつつ，子
どもの視点に立った場合の幼稚園の標準教育時間
と保育所開所時間という生活時間・空間の違いな
ど保育所の児童福祉施設としての特性も鑑み，放
課後の生活空間，例えば学童保育とのつながりも
加味しながら，多義的かつ多面的な「保」と「小」
の接続を検討していくことが求められよう。 
 
注 
1) これまで「幼保連携型認定こども園」の例のよ
うに，幼保の並びは幼稚園・保育所の順にする
前例が多く，先行研究文献でも「幼保小」並び
順を用いているものが散見される（西山，
2002; 無藤，2009;岩立，2012 など）。他方で
行政では東京都ならびに 23区の教育委員会等
は葛飾区を除き，「保幼小」という並び順を用
いている場合が多くみられる。前者は歴史的
な順序を，後者は対象年齢による階梯を重視
した並び順とも捉え得る。以下では，「保幼小」
を用い，先行研究で用いられている場合のみ
「幼保小」の表現を使用する。 
2) 但し，同じ接続期と言う用語を用いている自治
体によっても始期が 10 月の場合や 12 月の場
合があるなど，設定期間が異なることが知ら
れている（一前，2017）。 
3) 本報告における幼小接続の用語は幼小という
学校同士の接続はもちろんのこと，保育所・認
定こども園についても「幼児期の教育を担う
施設」として考慮するものとされている。 
4) この他に先行研究中で，松嵜洋子・無藤隆・齋
藤久美子・佐久間路子・長谷川真里・福田きよ
み・堀田正央・師岡章（2008）「平成 19 年度
児童関連サービス調査研究事業報告書 保育
所と小学校の連携のあり方に関する調査研究」
財団法人こども未来財団.という報告書の紹介
があるが，国会図書館，国立教育政策研究所附
属図書館ならびに全国の大学図書館等に蔵書
が無く，一次資料を確認できなかったため，今
回は検討の対象外とした。 
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